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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

　

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自　平成18年３
月１日

至　平成18年８
月31日

自　平成19年３
月１日

至　平成19年８
月31日

自　平成20年３
月１日

至　平成20年８
月31日

自　平成18年３
月１日

至　平成19年２
月28日

自　平成19年３
月１日

至　平成20年２
月29日

売上高 （百万円） 90,723 97,946 102,729182,565196,011

経常利益 （百万円） 2,976 3,084 2,884 5,771 6,732

中間（当期）純利益 （百万円） 1,027 918 1,222 1,455 2,487

純資産額 （百万円） 35,255 35,773 37,391 36,196 36,601

総資産額 （百万円） 85,193 84,183 82,260 82,390 78,154

１株当たり純資産額 （円） 560.98 551.93 577.09 558.31 564.80

１株当たり中間（当
期）純利益

（円） 16.40 14.16 18.86 23.07 38.37

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益

（円） 15.86 13.88 18.54 22.28 38.04

自己資本比率 （％） 41.4 42.5 45.5 43.9 46.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 6,790 8,370 8,674 7,256 9,405

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,497 △979 △2,824 △5,831 △2,746

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,470 △3,209 △2,555 △4,140 △6,206

現金及び現金同等物
の中間期末（期末）
残高

（百万円） 12,518 14,162 13,728 9,981 10,433

従業員数 1,799 1,842 1,886 1,758 1,799

〔外、平均臨時雇用
者数〕

（名） 〔6,256〕〔6,585〕〔6,775〕〔6,281〕〔6,556〕

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2)　提出会社の経営指標等

　

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自　平成18年３
月１日

至　平成18年８
月31日

自　平成19年３
月１日

至　平成19年８
月31日

自　平成20年３
月１日

至　平成20年８
月31日

自　平成18年３
月１日

至　平成19年２
月28日

自　平成19年３
月１日

至　平成20年２
月29日

売上高 （百万円） 89,539 97,071 102,344180,384194,759

経常利益 （百万円） 2,465 2,581 2,620 4,772 5,798

中間（当期）純利益
又は中間純損失(△)

（百万円） 846 240 △118 1,428 1,842

資本金 （百万円） 13,911 14,428 14,428 14,428 14,428

発行済株式総数 （株） 63,002,23565,013,85965,013,85965,013,85965,013,859

純資産額 （百万円） 35,944 35,941 36,372 37,052 36,919

総資産額 （百万円） 83,194 81,745 79,261 80,757 76,190

１株当たり純資産額 （円） 571.95 554.53 561.36 571.52 569.71

１株当たり中間（当
期）純利益又は１株
当たり中間純損失
(△)

（円） 13.52 3.70 △1.83 22.66 28.42

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益

（円） 13.08 － － 22.13 －

１株当たり配当額 （円） 7.00 7.00 7.00 14.00 14.00

自己資本比率 （％） 43.2 44.0 45.9 45.9 48.5

従業員数 1,651 1,713 1,785 1,621 1,696

〔外、平均臨時雇用
者数〕

（名） 〔6,033〕〔6,364〕〔6,564〕〔6,045〕〔6,345〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第47期中及び第47期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため、また、第

48期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、１株当たり中間純損失であり、かつ、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当社グループから五浦レジャー開発株式会社（連結子会社）及び同社が全株式を保有する茨城地熱株式

会社（連結子会社）は株式譲渡により関係会社に該当しなくなったことから、その他の事業の内、温泉利用

のリゾート開発事業が除かれております。

　また、従来、小売周辺事業に区分しておりました株式会社ローズコーポレーションは小売事業への割合が

増加し、今後もこの傾向が予想されるため、小売事業として区分することに変更しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において連結子会社でありました五浦レジャー開発株式会社は、当社が保有する同

社の全株式を譲渡したため、子会社でなくなりました。また、同社が全株式を保有する茨城地熱株式会社も

株式譲渡に伴い子会社でなくなりました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

五浦レジャー開発(株) 茨城県つくば市 10
温泉利用のリゾート
開発事業

100.0　　　 事務所の貸与

茨城地熱(株) 茨城県北茨城市 86 同上 （100.0） ―

　（注）「議決権の所有割合又は被所有割合」欄の（内書）は、五浦レジャー開発株式会社が全株式を所有している間

接所有割合であります。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成20年８月31日現在

事業別の名称 従業員数(名)

小売事業 1,859（6,738）

その他の事業 27 （37）

合計 1,886（6,775）

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、パートナー社員(パートタイマー)及びアルバイトの当中間連結会計期間の平均雇用人

員(７時間45分換算)であります。

　

　

(2)　提出会社の状況

平成20年８月31日現在

従業員数(名) 1,785（6,564）

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、パートナー社員(パートタイマー)及びアルバイトの当中間会計期間の平均雇用人員

(７時間45分換算)であります。

　

　

(3)　労働組合の状況

労働組合との間に特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

当中間連結会計期間における我が国経済は、サブプライム問題の長期化を背景とする世界経済の減速による輸出

の鈍化、企業収益の悪化による設備投資の減少など、減速感が強まりました。個人消費におきましても、雇用所得環

境の悪化と生活必需品の価格上昇が家計の購買力を低下させ、低迷が続きました。とりわけ、当社グループが事業展

開する北関東圏は家計におけるガソリン消費量が多いため、ガソリン価格上昇による負担増が消費環境を悪化さ

せ、経営環境は厳しさを増しております。

このような状況のなか、当社グループは、お客様の満足度を最優先する食の顧客満足業を目指し、地域密着の営業

戦略を推進してまいりました。

営業・商品面では、生活必需品の価格上昇によるお客様の生活防衛意識の高まりに対応して、値ごろ感を重視し

た商品政策を進めました。野菜などの生鮮食品においては、お客様が必要な量だけお買い求めいただける「ばら売

り」を強化し、加工食品においては、イオングループのプライベートブランド「トップバリュ」の拡販と、ＥＤＬＰ

（エブリデイロープライス）商品の品揃え充実を図りました。

さらに、食の安全性や健康に対するお客様の意識の高まりに対応した商品開発及び品揃えの拡充を進めました。

惣菜部門では、おいしさを向上させながら従来品よりカロリーを25～30％抑えた「カロリーオフ！ポテトサラダ」

・「カロリーオフ！マカロニサラダ」や、保存料・化学調味料・合成着色料を使用せずに、北海道の指定農場で生

産された男爵いもの素材の味を生かした「カスミ特製コロッケ（３種類）」など、おいしさ・健康・安全・安心に

こだわった商品開発を行いました。オーガニック（有機）商品・アレルギー対応食品においては、店舗での品揃え

充実に加え、インターネットショップ「あんあんｎｅｔ」を開設し、新たな市場開拓への取り組みを開始しました。

また、お客様満足度の高い店づくりの一環として「お客様モニター店舗調査制度」を導入しました。モニターの

方々にご利用店舗の接客・衛生・設備・サービスの各項目について調査していただき、店長が直接ご意見をお聞き

して、店舗運営・業務の改善に取り組みました。

出店につきましては、堀米店（栃木県佐野市）、八街朝日店（千葉県八街市）の２店舗を開店し、総店舗数は当中

間連結会計期間末現在135店舗となりました。

既存店の活性化では、協和店、結城店、二宮店の改装を行いました。また、北本店、鴻巣店、吹上店の３店舗をディス

カウント業態である「FOOD　OFFストッカー」に業態転換しました。「FOOD　OFFストッカー」は、生活必需品の価格

上昇が家計を圧迫するなか、「価格・鮮度に挑戦し続けるお店」をモットーに、毎日の食卓に必要な安心・安全で

良質な商品をお求めやすい価格で提供することで地域のお客様からご支持をいただき、業績は好調に推移していま

す。「FOOD　OFFストッカー」の店舗数は当中間連結会計期間末現在15店舗となりました。

人事・教育面ではワークライフバランスの推進に取り組み、従業員の仕事と子育て・介護など家庭生活の両立を

支援するための制度の充実を図りました。2008年５月には、母子家庭の母親の就業支援実績から、内閣府認証NPO法

人ひまわりの会主催の「第１回ベストマザー賞」におきまして、「ひまわりの会特別賞（企業部門）」を受賞しま

した。

環境活動におきましては、事業活動によるCO2（二酸化炭素）排出量の自主削減目標を設定し、社内横断組織であ

る「チーム・マイナス６％推進委員会」を中心に取り組んでいます。まずは、従業員一人ひとりが環境意識を高め

ライフスタイルを変えることを目的に、社内表彰制度「環境ファイブスター制度」を設け、従業員の「マイバッ

グ」・「マイはし」持参や環境家計簿の記帳などの取り組みを促進しました。

また、電気使用料を「見える化」するシステムを７店舗に導入し、無駄な電気使用料の撲滅に取り組みました。導

入店舗で得られたノウハウを全店で共有化することで、全社的な節電運動を推進しました。

レジ袋削減の取り組みでは、行政・市民団体との協定を締結した茨城県笠間市内の４店舗と、期中に「FOOD　OFF

ストッカー」に業態転換した３店舗にてレジ袋の無料配布を中止しました。これによりレジ袋無料配布中止の取り

組みは、当中間連結会計期間末現在25店舗に拡大しました。

　

これらの取り組みの結果、当中間連結会計期間の営業収益は1,061億92百万円（前年同期比4.8％増）、営業利益

は26億95百万円（前年同期比4.1％減）、経常利益は28億84百万円（前年同期比6.5％減）となりました。また、中間

純利益は12億22百万円（前年同期比33.1％増）となりました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間連結会計期間末に

比べ４億34百万円減少し、137億28百万円（3.1％減）となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間に営業活動の結果得られた資金は 86億74百万円であり、前中間連結会計期間に比

べ３億４百万円（3.6％増）の増加となりました。これは、主に仕入債務が増加したこと等によるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間に投資活動の結果使用した資金は 28億24百万円であり、前中間連結会計期間に比

ベ18億45百万円（188.4％増）の増加となりました。これは、主に投資有価証券の売却による収入が減少

したことと、有形固定資産等の取得による支出が増加したこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間に財務活動の結果使用した資金は 25億55百万円であり、 前中間連結会計期間に比

べ６億54百万円（20.4％減）の減少となりました。これは、主に長期借入金の返済による支出が減少した

こと等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　販売実績
　

事業別の名称 営業収益(百万円) 前年同期比(％)

小売事業 105,862 105.2

その他の事業 330 42.4

合計 106,192 104.8

(注) １　総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

　

(2)　仕入実績
　

事業別の名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

小売事業 73,987 105.2

その他の事業 65 33.7

合計 74,053 105.0

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間における重要な契約は次のとおりであります。

当社は、平成20年７月31日開催の臨時取締役会において、当社が保有する五浦レジャー開発株式会社の

全株式を睦交通株式会社へ譲渡することを決議し、平成20年８月５日に株式譲渡契約を締結いたしまし

た。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 前連結会計年度末に計画中であった前橋ＳＣ（仮称）は完了予定が平成21年４月に延期になっており

ます。

　

(2) 前連結会計年度末において計画中のもので、当中間連結会計期間中に完了したものは以下のとおりで

あります。

会社名
事業所名

所在地
事業別
の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）

完了年月
売場
面積
(㎡)建物及び

構築物
土地
(面積㎡)

その他 合計

当社
堀米店

栃木県
佐野市

小売
事業

店舗 85
―

(―)
54 139平成20年３月 2,225

当社
八街朝日店

千葉県
八街市

小売
事業

店舗 377
―

(―)
18 396平成20年４月 2,383

　（注） １ 上記金額は、経費及び消費税等を含んでおりません。

２ その他には機械装置、器具備品及び敷金・保証金等を含んでおります。

　

(3) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 124,800,000

計 124,800,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 65,013,859 65,013,859
東京証券取引所
(市場第一部)

－

計 65,013,859 65,013,859－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

 

資本金増減額

(百万円)

 

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

　　平成20年3月1日～

　　平成20年8月31日
－ 65,013,859 － 14,428 － 12,149
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(5) 【大株主の状況】

平成20年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合(％)

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 21,064 32.40

カスミ取引先持株会 茨城県つくば市西大橋599番地1 2,420 3.72

財団法人神林留学生奨学会
東京都文京区本駒込２－１２－１３アジア文
化会館内

2,300 3.54

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－１１ 1,536 2.36

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－１１－３ 1,464 2.25

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１－６－６日本生命証
券管理部内

1,131 1.74

ソニー生命保険株式会社 東京都港区南青山１－１－１ 1,023 1.57

株式会社常陽銀行 茨城県水戸市南町２－５－５ 1,000 1.54

ゴールドマン．サックス．イン
ターナショナル（常任代理人　
ゴールドマン・サックス証券株
式会社）

133 FLEET STREET LONDON　EC4A 2BB,U.K（東
京都中央区日本橋茅場町１－２－４日本証券
代行株式会社バックオフィス部内）

970 1.49

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３－７－３ 963 1.48

計 － 33,872 52.10

（注）上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　1,365千株

　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　1,012千株
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(6) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成20年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
　普通株式 220,000

完全議決権株式（その他） 　普通株式 64,033,000 64,033 －

単元未満株式 　普通株式 760,859 － －

発行済株式総数 65,013,859 － －

総株主の議決権 － 64,033 －

(注) １　上記「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権  

１個)含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式894株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成20年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 （自己保有株式）

株式会社カスミ
茨城県つくば市西大橋599
番地１

220,000 － 220,000 0.34

計 － 220,000 － 220,000 0.34
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２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 532 602 691 696 683 681

最低(円) 457 517 576 637 645 639

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

(1)　新任役員

該当事項はありません。

　

(2)　退任役員

該当事項はありません。

　

(3)　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役兼上
席執行役員

経営管理本部マ
ネジャー兼経営
企 画 部 マ ネ
ジャー　　　　

常務取締役兼上
席執行役員

経営管理本部マ
ネジャー兼経営
企 画 部 マ ネ
ジャー兼財務部
マネジャー

福井　博文 平成20年９月１日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年３月１日から

平成19年８月31日まで)及び当中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の中間連

結財務諸表並びに前中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）及び当中間会計期間

(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監

査を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※２ 14,164 13,729 10,434

　２　受取手形及び売掛金 763 2,111 905

　３　たな卸資産 3,711 3,828 3,635

　４　繰延税金資産 2,728 1,257 1,075

　５　その他 2,811 3,178 2,757

　　　貸倒引当金 △3 △0 △0

　　　流動資産合計 24,17528.7 24,10529.3 18,80724.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(１)建物及び構築物 21,945 21,327 21,764

　　(２)土地 10,068 10,271 9,981

　　(３)その他 3,109 2,954 2,723

　　　有形固定資産合計 35,12341.7 34,55342.0 34,46944.1

　２　無形固定資産 1,5151.8 1,5091.8 1,8592.4

　３　投資その他の資産

　　(１)投資有価証券 7,531 7,310 7,309

　　(２)敷金・保証金 11,441 11,082 11,637

　　(３)繰延税金資産 2,791 2,262 2,428

　　(４)その他 2,337 1,506 2,322

　　　　貸倒引当金 △733 △71 △678

　　　投資その他の資産合計 23,36827.8 22,09126.9 23,01729.4

　　　固定資産合計 60,00871.3 58,15470.7 59,34675.9

　　　資産合計 84,183100.0 82,260100.0 78,154100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金
※２

※４
17,426 18,961 14,318

　２　短期借入金 6,548 3,928 4,496

　３　未払費用 － 4,534 －

　４　未払法人税等 1,623 273 504

　５　賞与引当金 1,124 1,258 1,203

　６　その他 7,235 4,045 7,335

　　　流動負債合計 33,96040.3 33,00140.1 27,85835.7

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 7,026 5,014 6,540

　２　退職給付引当金 1,697 1,697 1,688

　３　役員退職慰労引当金 1 3 3

　４　預り保証金 4,453 4,113 4,308

　５　その他 1,271 1,038 1,153

　　　固定負債合計 14,45017.2 11,86714.4 13,69417.5

　　　負債合計 48,41057.5 44,86954.5 41,55253.2

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 14,42817.1 14,42817.5 14,42818.5

　２　資本剰余金 14,11616.8 14,11617.2 14,11618.1

　３　利益剰余金 6,6677.9 8,55010.4 7,7829.9

　４　自己株式 △115△0.1 △129△0.1 △121△0.2

　　　株主資本合計 35,09641.7 36,96645.0 36,20546.3

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価差額

金
677 0.8 424 0.5 396 0.5

　　　評価・換算差額等合計 677 0.8 424 0.5 396 0.5

　　　純資産合計 35,77342.5 37,39145.5 36,60146.8

　　　負債純資産合計 84,183100.0 82,260100.0 78,154100.0
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② 【中間連結損益計算書】
　

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日

　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日

　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ　売上高 97,946100.0 102,729100.0 196,011100.0

Ⅱ　売上原価 71,13172.6 74,62772.6 141,56272.2

　　　売上総利益 26,81527.4 28,10227.4 54,44927.8

Ⅲ　営業収入 3,4253.5 3,4623.3 6,818 3.4

　　　営業総利益 30,24130.9 31,56530.7 61,26731.2

Ⅳ　販売費及び一般管理費 ※１ 27,43128.0 28,87028.1 55,13628.1

　　　営業利益 2,8092.9 2,6952.6 6,131 3.1

Ⅴ　営業外収益

　１　受取利息 23 26 48

　２　受取配当金 32 23 43

　３　リサイクル資材売

却収入
－ 91 －

　４　テナント契約解約違約

金収入
－ 43 －

　５　持分法による投資利益 232 25 494

　６　その他 117 406 0.4 66 277 0.3 235 821 0.4

Ⅵ　営業外費用

　１　支払利息 114 75 205

　２　その他 17 131 0.1 12 87 0.1 14 220 0.1

　　　経常利益 3,0843.2 2,8842.8 6,732 3.4

Ⅶ　特別利益

　１　固定資産売却益 2 0 3

　２　投資有価証券売却益 849 － 1,023

　３　貸倒引当金戻入額 64 24 134

　４　その他 18 934 1.0 0 25 0.0 18 1,179 0.6

Ⅷ　特別損失

　１　固定資産除却損及

び売却損
※２ 34 27 85

　２　関係会社株式売却損 － 1,076 －

　３　減損損失 ※３ 637 375 1,011

　４　貸倒引当金繰入額 3 － 26

　５　過年度借地権償却 1,075 － 1,075

　６　事業譲渡損 93 － 93

　７　その他 26 1,8712.0 57 1,5361.5 134 2,426 1.2

　　　税金等調整前中間

（当期）純利益
2,1472.2 1,3731.3 5,485 2.8

　　　法人税、住民税及び　事業

税
1,523 197 1,166

　　　法人税等調整額 △294 1,2291.3 △45 151 0.1 1,832 2,998 1.5

　　　中間（当期）純利益 918 0.9 1,2221.2 2,487 1.3
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日残高(百万円) 14,428 14,116 6,202 △104 34,643

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △453 △453

　中間純利益 918 918

　自己株式の取得 △11 △11

　株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
－ － 464 △11 452

平成19年８月31日残高(百万円) 14,428 14,116 6,667 △115 35,096

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 1,553 1,553 36,196

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △453

　中間純利益 918

　自己株式の取得 △11

　株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額）
△876 △876 △876

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
△876 △876 △423

平成19年８月31日残高(百万円) 677 677 35,773
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当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年２月29日残高(百万円) 14,428 14,116 7,782 △121 36,205

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △453 △453

　中間純利益 1,222 1,222

　自己株式の取得 △7 △7

　株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
－ － 768 △7 760

平成20年８月31日残高(百万円) 14,428 14,116 8,550 △129 36,966

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成20年２月29日残高(百万円) 396 396 36,601

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △453

　中間純利益 1,222

　自己株式の取得 △7

　株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額）
28 28 28

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
28 28 789

平成20年８月31日残高(百万円) 424 424 37,391
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前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日残高(百万円) 14,428 14,116 6,202 △104 34,643

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △907 △907

　当期純利益 2,487 2,487

　自己株式の取得 △17 △17

　株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
－ － 1,579 △17 1,562

平成20年２月29日残高(百万円) 14,428 14,116 7,782 △121 36,205

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 1,553 1,553 36,196

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △907

　当期純利益 2,487

　自己株式の取得 △17

　株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額）
△1,157 △1,157 △1,157

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
△1,157 △1,157 405

平成20年２月29日残高(百万円) 396 396 36,601
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日

　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日

　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の

連結キャッシュ・

フロー計算書

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前中間（当期）純利益 2,147 1,373 5,485

　２　減価償却費 1,807 1,741 3,690

　３　減損損失 637 375 1,011

　４　過年度借地権償却 1,075 － 1,075

　５　事業譲渡損 93 － 93

　６　賞与引当金の増減額（△は減少） △12 54 66

　７　退職給付引当金の増減額（△は減少） △42 8 △50

　８　貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 △24 △68

　９　固定資産売除却損益（△は益） 31 26 81

　10　投資有価証券売却損益（△は益） △845 － △1,019

　11　関係会社株式売却損 － 1,076 －

　12　受取利息及び受取配当金 △55 △50 △92

　13　支払利息 114 75 205

　14　預り保証金の増減額（△は減少） △26 △185 △172

　15　持分法による投資損益（△は益） △232 △25 △494

　16　売上債権の増減額（△は増加） △181 △1,210 △323

　17　たな卸資産の増減額（△は増加） △297 △193 △222

　18　仕入債務の増減額（△は減少） 4,018 4,643 909

　19　未払費用の増減額（△は減少） － 1,324 －

　20　敷金・保証金の賃料相殺 284 296 584

　21　その他 588 △258 182

　　　　小計 9,095 9,049 10,943

　22　利息及び配当金の受取額 91 124 128

　23　利息の支払額 △117 △77 △213

　24　法人税等の支払額 △699 △422 △1,451

　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 8,370 8,674 9,405
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前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日

　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日

　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の

連結キャッシュ・

フロー計算書

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の払戻による収入 10 － 10

　２　有形固定資産の取得による支出 △2,191 △2,683 △3,761

　３　有形固定資産の売却による収入 19 16 71

　４　事業譲渡による収入 162 － 162

　５　投資有価証券の取得による支出 △3 － △5

　６　投資有価証券の売却による収入 1,320 － 1,680

　７　関係会社株式の取得による支出 － － △11

　８　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売

却による収入
－ 147 －

　９　敷金・保証金の差入による支出 △367 △52 △1,023

　10　敷金・保証金の返還による収入 67 105 62

　11　ソフトウエアの取得による支出 － △474 △444

　12　その他 1 116 512

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △979 △2,824 △2,746

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純減額 △200 － △400

　２　長期借入金の借入による収入 200 150 2,074

　３　長期借入金の返済による支出 △3,033 △2,245 △7,246

　４　転換社債償還充当金戻しによる収入 288 － 288

　５　自己株式の取得による支出 △11 △7 △17

　６　配当金の支払額 △452 △452 △905

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △3,209 △2,555 △6,206

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△は減

少）
4,181 3,295 451

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 9,981 10,433 9,981

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高
※ 14,162 13,728 10,433
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

１　連結の範囲に関
する事項

連結子会社６社は次のとお
りであり、子会社はすべて連
結しております。
株式会社ローズコーポレー
ション
株式会社協栄エイアンドア
イ
株式会社カスミトラベル
協栄エステート株式会社
五浦レジャー開発株式会社
茨城地熱株式会社
 

連結子会社３社は次のとお
りであり、子会社はすべて連
結しております。
株式会社ローズコーポレー
ション
株式会社協栄エイアンドア
イ
株式会社カスミトラベル
 

連結子会社５社は次のとお
りであり、子会社はすべて連
結しております。
株式会社ローズコーポレー
ション
株式会社協栄エイアンドア
イ
株式会社カスミトラベル
五浦レジャー開発株式会社
茨城地熱株式会社
 

当中間連結会計期間にお
いて連結子会社であります
協栄エステート株式会社
は、平成19年８月24日に解
散し、平成19年11月末に清
算結了の予定であります。

当中間連結会計期間にお
いて連結子会社でありまし
た五浦レジャー開発株式会
社は、平成20年８月５日に
当社が保有する全株式を譲
渡したことにより、連結の
範囲から除外しておりま
す。また、五浦レジャー開発
株式会社が全株式を保有す
る茨城地熱株式会社につい
ても連結の範囲から除外し
ております。
 

前連結会計年度において
連結子会社でありました協
栄エステート株式会社は、
平成19年８月24日に解散
し、平成19年11月22日に清
算結了しております。
 

２　持分法の適用に
関する事項

(1)持分法を適用した関連会
社
関連会社　　　４社
株式会社ワンダーコーポ
レーション
株式会社ワンダーネット
大間々商業開発株式会社
株式会社セイブ

 
 

前連結会計年度において
関連会社でありました株式
会社近畿ワンダックス及び
株式会社中部ワンダックス
は、平成19年３月１日を
もって株式会社ワンダー
コーポレーションと合併い
たしました。

 

(1)持分法を適用した関連会
社
関連会社　　　５社
株式会社ワンダーコーポ
レーション
株式会社ワンダーネット
大間々商業開発株式会社
株式会社セイブ
株式会社イーパル

 

(1)持分法を適用した関連会
社
関連会社　　　５社
株式会社ワンダーコーポ
レーション
株式会社ワンダーネット
大間々商業開発株式会社
株式会社セイブ
株式会社イーパル
 
株式会社近畿ワンダック
ス及び株式会社中部ワン
ダックスは、平成19年３月
１日をもって株式会社ワン
ダーコーポレーションと合
併いたしました。
株式会社イーパルは、人
材派遣事業を主として平成
19年12月19日に設立され、
当社が平成20年２月28日に
同社の第三者割当増資を引
受けたことにより関連会社
となりました。

 
(2)持分法を適用していない
関連会社
関連会社　　　１社
株式会社那珂湊商業開発

 
持分法を適用していない
関連会社株式会社那珂湊商
業開発は、中間連結純損益
及び利益剰余金等に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないた
め持分法の適用から除いて
おります。

(2)持分法を適用していない
関連会社
関連会社　　　１社
株式会社那珂湊商業開発

 
同左

(2)持分法を適用していない
関連会社
関連会社　　　１社
株式会社那珂湊商業開発

 
持分法を適用していない
関連会社株式会社那珂湊商
業開発は、当期純損益及び
利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため持
分法の適用から除いており
ます。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

３　連結子会社の中
間決算日(決算
日)等に関する
事項

連結子会社の中間決算日
は、全て中間連結決算日と同
一であります。
 

同左 連結子会社の決算日は、全
て連結決算日と同一でありま
す。

４　会計処理基準に
関する事項

(1)重要な資産の評価基準及
び評価方法
①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
中間連結決算日の市場価
格等に基づく時価法(評
価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原
価は移動平均法により算
定)

(1)重要な資産の評価基準及
び評価方法
①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

同左

(1)重要な資産の評価基準及
び評価方法
①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
連結決算日の市場価格等
に基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

時価のないもの
同左

時価のないもの
同左

②たな卸資産
主に売価還元法による原
価法
ただし、一部の商品に
ついては最終仕入原価法
及び個別法による原価法

②たな卸資産
主に売価還元法による原
価法
ただし、一部の商品に
ついては最終仕入原価法

②たな卸資産
主に売価還元法による原
価法
ただし、一部の商品に
ついては最終仕入原価法
及び個別法による原価法

③デリバティブ
時価法

③デリバティブ
同左

③デリバティブ
同左

(2)重要な減価償却資産の減
価償却の方法
①有形固定資産
定率法
一部子会社において建
物の減価償却の方法に定
額法を採用しておりま
す。

(2)重要な減価償却資産の減
価償却の方法
①有形固定資産
定率法
一部子会社において建
物の減価償却の方法に定
額法を採用しておりま
す。

(2)重要な減価償却資産の減
価償却の方法
①有形固定資産
定率法
一部子会社において建
物の減価償却の方法に定
額法を採用しておりま
す。

なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。
建物及び
　　構築物

10～34年

 

なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。
建物及び
　　構築物

10～34年

 

なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。
建物及び
　　構築物

10～34年

 

②無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社
内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法に
よっております。

②無形固定資産
同左

②無形固定資産
同左

③長期前払費用
定額法

 

③長期前払費用
同左

③長期前払費用
同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

(3)重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般の
債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計
上しております。

(3)重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

同左

(3)重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

同左

②賞与引当金
従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てるた
め、将来の支給見込額の
うち当中間連結会計期間
に負担すべき額を計上し
ております。

②賞与引当金
同左

②賞与引当金
従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てるた
め、将来の支給見込額の
うち当連結会計年度に負
担すべき額を計上してお
ります。

③退職給付引当金
従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会
計期間末において発生し
ていると認められる額を
計上しております。
数理計算上の差異は、
その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による定
額法により翌連結会計年
度から費用処理すること
としております。
過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額
法により費用処理してお
ります。

③退職給付引当金
同左

③退職給付引当金
従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき、当連結会計年
度末において発生してい
ると認められる額を計上
しております。
数理計算上の差異は、
その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による定
額法により翌連結会計年
度から費用処理すること
としております。
過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額
法により費用処理してお
ります。

④役員退職慰労引当金
一部の連結子会社にお
いて、役員の退職慰労金
の支出に備えるため、役
員退職慰労金規程に基づ
く中間連結会計期間末要
支給額の100％を計上し
ております。

 

④役員退職慰労引当金
同左

④役員退職慰労引当金
一部の連結子会社にお
いて、役員の退職慰労金
の支出に備えるため、役
員退職慰労金規程に基づ
く期末要支給額の100％
を計上しております。

⑤債務保証損失引当金
債務保証による損失に
備えるため、被保証先の
財政状態等を勘案し、損
失負担見込相当額を計上
しております。

 

⑤　　　　－ ⑤債務保証損失引当金
債務保証による損失に
備えるため、被保証先の
財政状態等を勘案し、損
失負担見込相当額を計上
しております。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

(4)重要なリース取引の処理
方法
リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。

 

(4)重要なリース取引の処理
方法

同左

(4)重要なリース取引の処理
方法

同左

(5)重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
当社ではすべてヘッジ
会計の要件を充たす金利
スワップであるため特例
処理を採用しておりま
す。

 

(5)重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

同左

(5)重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
金利スワップ取引
ヘッジ対象
借入金の利息

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段

同左
ヘッジ対象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段

同左
ヘッジ対象

同左

③ヘッジ方針
借入金の金利変動リス
クを回避する目的でデリ
バティブ取引を行ってお
り、投機目的のデリバ
ティブ取引は行わない方
針であります。

 

③ヘッジ方針
同左

③ヘッジ方針
同左

④ヘッジ有効性評価の方法
当社では、デリバティ
ブ取引の実行に当たり、
ヘッジ手段とヘッジ対象
に関する重要な条件がほ
ぼ一致しており、ヘッジ
開始時及びその後も継続
して相場変動等を相殺す
ることができることを確
認しておりますので有効
性の評価を省略しており
ます。

 

④ヘッジ有効性評価の方法
同左

④ヘッジ有効性評価の方法
同左

(6)その他中間連結財務諸表
作成のための重要な事項

(6)その他中間連結財務諸表
作成のための重要な事項

(6)その他連結財務諸表作成
のための重要な事項

消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に
よっております。

消費税等の会計処理方法
同左

消費税等の会計処理方法
同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

５　中間連結キャッ
シュ・フロー計
算 書 ( 連 結
キャッシュ・フ
ロー計算書)に
おける資金の範
囲

中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金(現
金及び現金同等物)は、手許現
金、要求払預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価格変動
について僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以内
に満期または償還期限の到来
する短期投資からなっており
ます。

同左 連結キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及び
現金同等物)は、手許現金、要
求払預金及び容易に換金可能
であり、かつ、価格変動につい
て僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に満期
または償還期限の到来する短
期投資からなっております。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
　

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

（借地権の償却）

　従来、賃借した土地の整地等に要し

た費用は、無形固定資産の借地権に

取得価額で計上しておりましたが、

当中間連結会計期間より投資その他

の資産の「その他」に計上し、賃借

契約期間で均等償却する方法に変更

いたしました。

　この変更は、従来は賃借契約を契約

満了時に更新することを前提として

おりましたが、当社を取り巻く環境

が大きく変化する中で当中間連結会

計期間に店舗の出店・退店政策の見

直しを行ったことに伴い、当該借地

権については、店舗の賃借契約期間

で均等償却し営業費用として認識す

ることにより、期間損益をより適正

に表示し、かつ、財政状態のより健全

化を図るため行ったものでありま

す。

　なお、この変更に伴い、従来の方法
によった場合に比べ、営業利益及び
経常利益は16百万円減少し、税金等
調整前中間純利益は1,092百万円減
少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響
は、セグメント情報に記載しており
ます。

 

－ （借地権の償却）

　従来、賃借した土地の整地等に要し

た費用は、無形固定資産の借地権に

取得価額で計上しておりましたが、

当連結会計年度より投資その他の資

産の「その他」に計上し、賃借契約

期間で均等償却する方法に変更いた

しました。

　この変更は、従来は賃借契約を契約

満了時に更新することを前提として

おりましたが、当社を取り巻く環境

が大きく変化する中で当連結会計年

度に店舗の出店・退店政策の見直し

を行ったことに伴い、当該借地権に

ついては、店舗の賃借契約期間で均

等償却し営業費用として認識するこ

とにより、期間損益をより適正に表

示し、かつ、財政状態のより健全化を

図るため行ったものであります。

　なお、この変更に伴い、従来の方法
によった場合に比べ、営業利益及び
経常利益は32百万円減少し、税金等
調整前当期純利益は1,107百万円減
少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響
は、セグメント情報に記載しており
ます。
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表示方法の変更
　

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

－

 

（中間連結貸借対照表）

前中間連結会計期間において流動負債の「その他」
に含めて表示しておりました「未払費用」は、当中間連
結会計期間において負債及び純資産の合計額の100分の
５を超えたため、区分掲記いたしました。なお、前中間連
結会計期間の「未払費用」は3,376百万円であります。

 

（中間連結損益計算書）

前中間連結会計期間において営業外収益の「その
他」に含めて表示しておりました「リサイクル資材売
却収入」は、当中間連結会計期間において営業外収益の
総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。
なお、前中間連結会計期間の「リサイクル資材売却収
入」は18百万円であります。

前中間連結会計期間において営業外収益の「その
他」に含めて表示しておりました「テナント契約解約
違約金収入」は、当中間連結会計期間において営業外収
益の総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしまし
た。なお、前中間連結会計期間の「テナント契約解約違
約金収入」は10百万円であります。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし
た「未払費用の増減額」は、金額的重要性が増したた
め、当中間連結会計期間から区分掲記することといたし
ました。なお、前中間連結会計期間の「未払費用の増減
額」は364百万円であります。

前中間連結会計期間において投資活動によるキャッ
シュ・フローに区分掲記しておりました「投資有価証
券の取得による支出」は、金額的重要性が乏しくなった
ため、当中間連結会計期間から投資活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含めて表示することとい
たしました。なお、当中間連結会計期間の「投資有価証
券の取得による支出」は２百万円であります。

前中間連結会計期間において投資活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし
た「ソフトウェアの取得による支出」は、金額的重要性
が増したため、当中間連結会計期間から区分掲記するこ
とといたしました。なお、前中間連結会計期間の「ソフ
トウェアの取得による支出」は84百万円であります。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　

前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度末

(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

43,947百万円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

45,359百万円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

44,873百万円

 

※２　担保に供している資産は、次の

とおりであります。

定期預金 1百万円

 

※２　担保に供している資産は、次の

とおりであります。

定期預金 1百万円

 

※２　担保に供している資産は、次の

とおりであります。

定期預金 1百万円

 

上記に対応する債務は、次のと

おりであります。

買掛金 18百万円

 

上記に対応する債務は、次のと

おりであります。

買掛金 15百万円

 

上記に対応する債務は、次のと

おりであります。

買掛金 10百万円

 

３　偶発債務 ３　偶発債務 ３　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機

関からの借入及びその他の債務

に対し、債務保証を行っており

ます。

(株)那珂湊商
業開発

291百万円

土浦ケーブル
テレビ(株)

9百万円

(株)セイブ 16百万円

合計 317百万円

 

 

連結子会社以外の会社の金融機

関からの借入及びその他の債務

に対し、債務保証を行っており

ます。

(株)那珂湊商
業開発

269百万円

土浦ケーブル
テレビ(株)

4百万円

(株)セイブ 33百万円

合計 307百万円

 

連結子会社以外の会社の金融機

関からの借入及びその他の債務

に対し、債務保証を行っており

ます。

(株)那珂湊商
業開発

278百万円

土浦ケーブル
テレビ(株)

6百万円

(株)セイブ 21百万円

合計 306百万円

 

※４　中間連結会計期間末日満期手
形の会計処理は、手形交換日
をもって決済処理しておりま
す。

なお、当中間連結会計期間の
末日が金融機関の休日であっ
たため、次の中間連結会計期
間末日満期手形が中間連結期
末残高に含まれています。

支払手形 1百万円
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(中間連結損益計算書関係)

　

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

※１　販売費及び一般管理費のうち
主要な項目と金額

従業員給料賞与 10,054百万円

賞与引当金繰入額 1,097百万円

退職給付費用 192百万円

役員退職慰労引当金
繰入額

0百万円

減価償却費 1,798百万円

賃借料 3,961百万円

貸倒引当金繰入額 53百万円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち
主要な項目と金額

従業員給料賞与 10,435百万円

賞与引当金繰入額 1,241百万円

退職給付費用 216百万円

役員退職慰労引当金
繰入額

0百万円

減価償却費 1,703百万円

賃借料 4,130百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち
主要な項目と金額

従業員給料賞与 21,072百万円

賞与引当金繰入額 1,183百万円

退職給付費用 392百万円

役員退職慰労引当金
繰入額

2百万円

減価償却費 3,614百万円

賃借料 8,012百万円

貸倒引当金繰入額 42百万円

 

※２　固定資産除却損及び
売却損の内訳

除却損の内訳

建物及び構築物
除却損

12百万円

その他有形固定
資産除却損

1百万円

小計 13百万円

　

※２　固定資産除却損及び
売却損の内訳

除却損の内訳

建物及び構築物
除却損

18百万円

その他有形固定
資産除却損

1百万円

小計 20百万円

　

※２　固定資産除却損及び
売却損の内訳

除却損の内訳

建物及び構築物
除却損

34百万円

その他有形固定
資産除却損

6百万円

小計 41百万円

　

売却損の内訳

建物及び構築物
売却損

12百万円

土地売却損 2百万円

その他有形固定
資産売却損

5百万円

小計 20百万円

合計 34百万円

　

売却損の内訳

建物及び構築物
売却損

1百万円

土地売却損 1百万円

その他有形固定
資産売却損

3百万円

小計 7百万円

合計 27百万円

　

売却損の内訳

建物及び構築物
売却損

12百万円

土地売却損 2百万円

その他有形固定
資産売却損

29百万円

小計 44百万円

合計 85百万円
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　 前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

※３　減損損失の内訳

　当中間連結会計期間において、
当社及び連結子会社は以下の資
産グループについて減損損失を
計上いたしました。

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

店舗
建物土地

その他

茨城県 282

埼玉県 315

遊休資産
建物

その他
茨城県 39

　当社及び連結子会社は、キャッ
シュ・フローを生み出す最小単
位として店舗を基本単位に資産
のグルーピングをしております。
遊休資産については、物件ごとに
資産のグルーピングを行ってお
ります。営業活動から生じる損益
が継続してマイナスである店舗
資産、賃貸資産、及び市場価格が
帳簿価額より著しく下落してい
る遊休資産については、各資産グ
ループの帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額(637百
万円)を減損損失として特別損失
に計上しております。なお、当該
資産グループの回収可能価額の
評価にあたっては、正味売却価額
と使用価値を比較し、いずれか高
い方の金額を回収可能価額とし
ております。正味売却価額には不
動産鑑定士による不動産鑑定評
価額を、使用価値には将来キャッ
シュ・フローを加重平均資本コ
スト5.77％で割引いた額を適用
しております。

 

※３　減損損失の内訳

　当中間連結会計期間において、
当社は以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上いたしまし
た。

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

店舗
建物

その他

茨城県 114

埼玉県 251

千葉県 9

　当社及び連結子会社は、キャッ
シュ・フローを生み出す最小単
位として店舗を基本単位に資産
のグルーピングをしております。
営業活動から生じる損益が継続
してマイナスである店舗資産、賃
貸資産、及び市場価格が帳簿価額
より著しく下落している店舗資
産については、各資産グループの
帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額(375百万円)を
減損損失として特別損失に計上
しております。なお、当該資産グ
ループの回収可能価額の評価に
あたっては、正味売却価額と使用
価値を比較し、いずれか高い方の
金額を回収可能価額としており
ます。正味売却価額には不動産鑑
定士による不動産鑑定評価額を、
使用価値には将来キャッシュ・
フローを加重平均資本コスト
5.23％で割引いた額を適用して
おります。

 

※３　減損損失の内訳

　当連結会計年度において、当社
及び連結子会社は以下の資産グ
ループについて減損損失を計上
いたしました。

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

店舗
建物土地

その他

茨城県 336

埼玉県 315

栃木県 153

遊休資産
建物土地

その他
茨城県 205

　当社及び連結子会社は、キャッ
シュ・フローを生み出す最小単
位として店舗を基本単位に資産
のグルーピングをしております。
遊休資産については、物件ごとに
資産のグルーピングを行ってお
ります。営業活動から生じる損益
が継続してマイナスである店舗
資産、賃貸資産、及び市場価格が
帳簿価額より著しく下落してい
る遊休資産については、各資産グ
ループの帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額(1,011
百万円)を減損損失として特別損
失に計上しております。なお、当
該資産グループの回収可能価額
の評価にあたっては、正味売却価
額と使用価値を比較し、いずれか
高い方の金額を回収可能価額と
しております。正味売却価額には
不動産鑑定士による不動産鑑定
評価額を、使用価値には将来
キャッシュ・フローを加重平均
資本コスト5.77％で割引いた額
を適用しております。

 
減損損失の金額及び主な固定資産
ごとの当該金額の内訳

建物及び構築物 451百万円

土地 126百万円

その他 59百万円

合計 637百万円

 

減損損失の金額及び主な固定資産

ごとの当該金額の内訳

建物及び構築物 258百万円

その他 117百万円

合計 375百万円

 

減損損失の金額及び主な固定資産

ごとの当該金額の内訳

建物及び構築物 494百万円

土地 446百万円

その他 69百万円

合計 1,011百万円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度

末株式数(株)

当中間連結会計期間

増加株式数(株)

当中間連結会計期間

減少株式数(株)

当中間連結会計

期間末株式数

(株)

発行済株式

　普通株式 65,013,859 － － 65,013,859

自己株式

　普通株式 181,661 17,658 － 199,319

　（注）自己株式の株式数の増加17,658株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年４月13日
取締役会

普通株式 453 7 平成19年２月28日平成19年５月14日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成19年10月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 453 7 平成19年８月31日平成19年11月13日
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当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末

株式数(株)

当中間連結会計期間

増加株式数(株)

当中間連結会計期間

減少株式数(株)

当中間連結会計

期間末株式数

(株)

発行済株式

　普通株式 65,013,859 － － 65,013,859

自己株式

　普通株式 209,315 11,579 － 220,894

　（注）自己株式の株式数の増加11,579株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成20年４月18日
取締役会

普通株式 453 7 平成20年２月29日平成20年５月12日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年10月17日
取締役会

普通株式 利益剰余金 453 7 平成20年８月31日平成20年11月18日
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前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度増加
株式数(株)

当連結会計年度減少
株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

　普通株式 65,013,859 － － 65,013,859

自己株式

　普通株式 181,661 27,654 － 209,315

　（注）自己株式の株式数の増加27,654株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年４月13日
取締役会

普通株式 453 7 平成19年２月28日平成19年５月14日

平成19年10月12日
取締役会

普通株式 453 7 平成19年８月31日平成19年11月13日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年４月18日
取締役会

普通株式 利益剰余金 453 7 平成20年２月29日平成20年５月12日

　

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

※ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関
係

※ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関
係

※ 現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 14,164百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等

△1百万円

現金及び現金同等物 14,162百万円

　

現金及び預金勘定 13,729百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等

△1百万円

現金及び現金同等物 13,728百万円

　

現金及び預金勘定 10,434百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等

△1百万円

現金及び現金同等物 10,433百万円
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(リース取引関係)
　

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

　（借主側）

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

　（借主側）

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

　（借主側）

（１）リース物件の取得価額相当額
減価償却累計額相当額、減損
損失累計額相当額及び中間期
末残高相当額

 
有形固

定資産

「その他」

（百万円）

無形固

定資産

（百万円）

合計

（百万円）

取得価額

相当額
5,361 166 5,527

減価償却

累計額

相当額

2,480 95 2,576

減損損失

累計額

相当額

286 － 286

中間期末

残高

相当額

2,594 70 2,664

 

（１）リース物件の取得価額相当額
減価償却累計額相当額、減損
損失累計額相当額及び中間期
末残高相当額

 
有形固

定資産

「その他」

（百万円）

無形固

定資産

（百万円）

合計

（百万円）

取得価額

相当額
5,843 152 5,995

減価償却

累計額

相当額

2,640 110 2,751

減損損失

累計額

相当額

310 － 310

中間期末

残高

相当額

2,892 42 2,934

 

（１）リース物件の取得価額相当額
減価償却累計額相当額、減損
損失累計額相当額及び期末残
高相当額

 
有形固

定資産

「その他」

（百万円）

無形固

定資産

（百万円）

合計

（百万円）

取得価額

相当額
5,529 166 5,696

減価償却

累計額

相当額

2,484 111 2,596

減損損失

累計額

相当額

254 － 254

期末残高

相当額
2,790 55 2,845

 

（２）未経過リース料中間期末残高
相当額及びリース資産減損勘
定中間期末残高

未経過リース料中間期末残高相
当額

１年内 1,005百万円

１年超 1,850百万円

合計 2,856百万円

 

（２）未経過リース料中間期末残高
相当額及びリース資産減損勘
定中間期末残高

未経過リース料中間期末残高相
当額

１年内 1,071百万円

１年超 2,037百万円

合計 3,108百万円

 

（２）未経過リース料期末残高相当
額及びリース資産減損勘定期
末残高

未経過リース料期末残高相当額
 
１年内 1,034百万円

１年超 1,958百万円

合計 2,992百万円

 

リース資産減損勘定中間期末
残高

147百万円

　

リース資産減損勘定中間期末
残高

127百万円

　

リース資産減損勘定期末残高

99百万円

　

（３）支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料 590百万円

リース資産減損勘定
の取崩額

51百万円

減価償却費相当額 592百万円

支払利息相当額 27百万円

減損損失 24百万円

 

（３）支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料 614百万円

リース資産減損勘定
の取崩額

48百万円

減価償却費相当額 539百万円

支払利息相当額 28百万円

減損損失 75百万円

 

（３）支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料 1,267百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

105百万円

減価償却費相当額 1,106百万円

支払利息相当額 57百万円

減損損失 31百万円

 

（４）減価償却費相当額及び利息相
当額の算定方法

減価償却費の算定方法

リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

（４）減価償却費相当額及び利息相
当額の算定方法

減価償却費の算定方法

同左

 

（４）減価償却費相当額及び利息相
当額の算定方法

減価償却費の算定方法

同左

 

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の
取得価額相当額の差額を利息
相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によっ
ております。

利息相当額の算定方法

同左
 

利息相当額の算定方法

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

（貸主側） （貸主側） （貸主側）

（１）リース物件の取得価額、減価
償却累計額、及び中間期末残
高

有形固

定資産

「その他」

（百万円）

無形固

定資産

（百万円）

合計

（百万円）

取得価額 601 51 652

減価償却

累計額
391 30 421

中間期末

残高
210 20 230

 

（１）リース物件の取得価額、減価
償却累計額、及び中間期末残
高

有形固

定資産

「その他」

（百万円）

無形固

定資産

（百万円）

合計

（百万円）

取得価額 456 40 496

減価償却

累計額
293 23 316

中間期末

残高
162 16 179

 

（１）リース物件の取得価額、減価
償却累計額、及び期末残高

有形固

定資産

「その他」

（百万円）

無形固

定資産

（百万円）

合計

（百万円）

取得価額 539 52 592

減価償却

累計額
363 34 397

期末残高 176 18 194

 

（２）未経過リース料中間期末残高
相当額

１年内 111百万円

１年超 158百万円

合計 269百万円

 

（２）未経過リース料中間期末残高
相当額

１年内 85百万円

１年超 116百万円

合計 202百万円

 

（２）未経過リース料期末残高相当
額

１年内 94百万円

１年超 128百万円

合計 222百万円

 

（３）受取リース料、減価償却費及
び受取利息相当額

受取リース料 79百万円

減価償却費 39百万円

受取利息相当額 8百万円

 

（３）受取リース料、減価償却費及
び受取利息相当額

受取リース料 58百万円

減価償却費 29百万円

受取利息相当額 6百万円

 

（３）受取リース料、減価償却費及
び受取利息相当額

受取リース料 149百万円

減価償却費 77百万円

受取利息相当額 15百万円

 

（４）利息相当額の算定方法

リース料総額と見積残存価額
の合計額からリース物件の購
入価額を控除した額を利息相
当額とし、各期への配分方法
については、利息法によって
おります。

 

（４）利息相当額の算定方法

同左

（４）利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　未経過リース料

１年内 1,623百万円

１年超 17,634百万円

合計 19,257百万円

 

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　未経過リース料

１年内 1,754百万円

１年超 17,770百万円

合計 19,524百万円

 

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　未経過リース料

１年内 1,789百万円

１年超 18,642百万円

合計 20,431百万円

 

　

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

株式会社カスミ(E03086)

半期報告書

36/70



(有価証券関係)

前中間連結会計期間末（平成19年８月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(百万円)

中間連結貸借対照表

計上額(百万円)

差額

(百万円)

株式 901 1,996 1,095

合計 901 1,996 1,095

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

関連会社株式 4,266

その他有価証券

　非上場株式 1,269

　

　

当中間連結会計期間末（平成20年８月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(百万円)

中間連結貸借対照表

計上額(百万円)

差額

(百万円)

株式 848 1,556 708

合計 848 1,556 708

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

関連会社株式 4,483

その他有価証券

　非上場株式 1,271
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前連結会計年度末（平成20年２月29日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表
計上額

(百万円)

差額

(百万円)

株式 848 1,504 656

合計 848 1,504 656

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

関連会社株式 4,535

その他有価証券

　非上場株式 1,269

　

　

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間末（平成19年８月31日）、当中間連結会計期間末（平成20年８月31日）及び前連結会計

年度末（平成20年２月29日）

該当事項はありません。

（注）金利スワップ取引につきましてはヘッジ会計を適用しており記載対象から除いております。

　

　

(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間（自平成19年３月１日　至平成19年８月31日）、当中間連結会計期間（自平成20年３月１

日　至平成20年８月31日）及び前連結会計年度（自平成19年３月１日　至平成20年２月29日）

該当事項はありません。
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(企業結合等関係）

前中間連結会計期間（自平成19年３月１日　至平成19年８月31日）

　　（事業分離）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事

業分離の概要

 (1)分離先企業の名称

　　　相手企業　　株式会社ナオイオート

 (2)分離した事業の内容

　　　事業内容　　自動車販売及び自動車整備事業

 (3)事業分離を行った主な理由

　株式会社協栄エイアンドアイは、平成10年12月に清算された株式会社フォードカスミより事業を

譲受け、自動車販売及び自動車整備事業を営んでまいりました。不採算店舗の閉鎖、リストラ等を含

め経費の削減を図りつつ、改善努力に取り組んでまいりましたが、地域における自動車販売業の

シェア確保に依然として課題を残しております。そのため同社は、経営資源を損害保険代理業及び

リース事業に集中するために、自動車販売及び自動車整備事業を譲渡いたしました。

 (4)事業分離日

　　　平成19年７月１日

 (5)法的形式を含む事業分離の概要

　　　事業譲渡

　

２．持分変動差額の金額及び会計処理の概要

持分変動差額の金額 該当事項はありません。

会計処理 譲渡金額と適正な帳簿価額との差額を移転損益として認識する処理を実

施しております。

　

３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称

　　その他の事業

　

４．当該中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　売上高　　　　 400百万円

　　営業損失　　　　26百万円

　　経常損失　　　　34百万円

　

　

当中間連結会計期間（自平成20年３月１日　至平成20年８月31日）

　　該当事項はありません。
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前連結会計年度（自平成19年３月１日　至平成20年２月29日）

　　（事業分離）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事

業分離の概要

 (1)分離先企業の名称

　　　相手企業　　株式会社ナオイオート

 (2)分離した事業の内容

　　　事業内容　　自動車販売及び自動車整備事業

 (3)事業分離を行った主な理由

　株式会社協栄エイアンドアイは、平成10年12月に清算された株式会社フォードカスミより事業を

譲受け、自動車販売及び自動車整備事業を営んでまいりました。不採算店舗の閉鎖、リストラ等を含

め経費の削減を図りつつ、改善努力に取り組んでまいりましたが、地域における自動車販売業の

シェア確保に依然として課題を残しております。そのため同社は、経営資源を損害保険代理業及び

リース事業に集中するために、自動車販売及び自動車整備事業を譲渡いたしました。

 (4)事業分離日

　　　平成19年７月１日

 (5)法的形式を含む事業分離の概要

　　　事業譲渡

　

２．持分変動差額の金額及び会計処理の概要

持分変動差額の金額 該当事項はありません。

会計処理 譲渡金額と適正な帳簿価額との差額を移転損益として認識する処理を実

施しております。

　

３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称

　　その他の事業

　

４．当該連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　売上高　　　　 400百万円

　　営業損失　　　　26百万円

　　経常損失　　　　34百万円

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

　

小売事業及び小売周辺事業
その他の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)
小売事業

(百万円)

小売周辺事業

(百万円)

営業収益

　(1)外部顧客に対する営業
収益

100,497 95 779 101,372 － 101,372

　(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

153 2,301 405 2,860 （2,860） －

計 100,650 2,396 1,185 104,232（2,860）101,372

営業費用 98,139 2,204 1,093 101,437（2,874）98,562

営業利益 2,511 191 92 2,795 13 2,809

(注) １　事業の区分の方法

　　事業区分は事業内容を勘案の上決定しております。

２　各区分の主な事業内容

(1) 小売事業　　　　食料品、衣料品の小売販売事業

(2) 小売周辺事業　　弁当・惣菜等の食品製造事業

(3) その他の事業　　リース事業、損害保険代理業、不動産業、旅行業、温泉供給事業等

３　会計処理の変更

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から

借地権の償却方法を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、小売事業の減価償

却費が16百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

　

当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

当社は、従来より「その他の事業」に含まれる事業会社の清算及び保有株式の売却により、グループ効

率化による経営資源の集中を図ってまいりました。前連結会計年度においては、損害保険代理業、リース

業及び自動車関連事業を営む株式会社協栄エイアンドアイが、自動車関連事業を事業譲渡し、また、事務

所賃貸等の不動産業を営む協栄エステート株式会社を清算いたしました。当中間連結会計期間において

は、温泉利用のリゾート開発事業を営む五浦レジャー開発株式会社の全株式を売却いたしました。

これらの結果、小売事業の営業収益、営業損益及び資産額の占める割合が全セグメントの営業収益合

計、営業損益合計及び資産合計の90％超となったため、当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。
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前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　

小売事業及び小売周辺事業
その他の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)
小売事業

(百万円)

小売周辺事業

(百万円)

営業収益

　(1)外部顧客に対する営業
収益

201,567 186 1,076 202,829 － 202,829

　(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

374 4,663 583 5,622 （5,622） －

計 201,941 4,849 1,660 208,452（5,622）202,829

営業費用 196,242 4,528 1,553 202,324（5,626）196,698

営業利益 5,699 321 106 6,127 4 6,131

(注) １　事業の区分の方法

　　事業区分は事業内容を勘案の上決定しております。

２　各区分の主な事業内容

(1) 小売事業　　　　食料品、衣料品の小売販売事業

(2) 小売周辺事業　　弁当・惣菜等の食品製造事業

(3) その他の事業　　リース事業、損害保険代理業、旅行業、温泉供給事業等

３　会計処理の変更

「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から借地権の償却方法を変更しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べ、小売事業の減価償却費が32百万円増加し、営業利益が同額減少してお

ります。

EDINET提出書類

株式会社カスミ(E03086)

半期報告書

42/70



【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自平成19年３月１日　至平成19年８月31日）、当中間連結会計期間（自平成20年３月１日　至平

成20年８月31日）及び前連結会計年度（平成19年３月１日　至平成20年２月29日）においては、本邦以外の国または地

域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　前中間連結会計期間（自平成19年３月１日　至平成19年８月31日）、当中間連結会計期間（自平成20年３月１日　至平

成20年８月31日）及び前連結会計年度（平成19年３月１日　至平成20年２月29日）においては、海外売上高がないた

め、海外売上高のセグメント情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)
　

前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

　

１株当たり純資産額 551円93銭

１株当たり中間純利益 14円16銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

13円88銭

　

　

１株当たり純資産額 577円09銭

１株当たり中間純利益 18円86銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

18円54銭

　

　

１株当たり純資産額 564円80銭

１株当たり当期純利益 38円37銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

38円04銭

　

　

（注）１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

中間（当期）純利益（百万円） 918 1,222 2,487

普通株式に係る中間（当期）
純利益（百万円）

918 1,222 2,487

普通株主に帰属しない金額
（百万円）

－ － －

普通株式の期中平均株式数
（株）

64,822,545 64,799,694 64,815,906

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた中間(当期)純利益調整
額の主要な内訳（百万円）

　希薄化による持分変動損失 △18 △20 △21

中間（当期）純利益調整額
（百万円）

△18 △20 △21

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※２ 12,325 12,839 9,305

　２　受取手形 7 7 19

　３　売掛金 671 2,029 789

　４　たな卸資産 3,683 3,785 3,601

　５　その他 6,361 4,446 3,830

　　　貸倒引当金 △3 △0 △0

　　　流動資産合計 23,04628.2 23,10829.2 17,54623.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(１)建物 19,435 18,895 19,295

　　(２)土地 8,895 10,179 8,975

　　(３)その他 4,039 3,985 3,682

　　　有形固定資産合計 32,36939.6 33,06041.7 31,95342.0

　２　無形固定資産 1,3511.6 1,4221.8 1,700 2.2

　３　投資その他の資産

　　(１)投資有価証券 3,017 2,798 2,742

　　(２)関係会社株式 6,858 4,197 6,869

　　(３)敷金・保証金 11,480 11,378 11,678

　　(４)長期貸付金 14 3 3

　　(５)繰延税金資産 2,379 2,221 2,392

　　(６)その他 1,956 1,142 1,956

　　　　貸倒引当金 △730 △71 △652

　　　投資その他の資産合計 24,97730.6 21,66927.3 24,99032.8

　　　固定資産合計 58,69971.8 56,15270.8 58,64477.0

　　　資産合計 81,745100.0 79,261100.0 76,190100.0
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※４ 115 128 139

　２　買掛金 ※２ 17,384 18,905 14,237

　３　一年以内返済予定

　長期借入金
5,373 3,384 3,811

　４　未払費用 － 4,417 －

　５　未払法人税等 1,540 165 403

　６　賞与引当金 1,095 1,230 1,171

　７　設備等支払手形 720 686 341

　８　その他 ※５ 5,941 2,989 6,400

　　　流動負債合計 32,17039.3 31,90640.2 26,50434.8

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 6,632 4,445 5,971

　２　長期未払金 791 672 783

　３　退職給付引当金 1,622 1,622 1,614

　４　預り保証金 4,437 4,114 4,296

　５　リース資産減損勘定 150 127 101

　　　固定負債合計 13,63316.7 10,98213.9 12,76716.7

　　　負債合計 45,80456.0 42,88954.1 39,27151.5
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 14,42817.6 14,42818.2 14,42818.9

　２　資本剰余金

　　(１)資本準備金 12,149 12,149 12,149

　　(２)その他資本剰余金 2,170 2,170 2,170

　　　資本剰余金合計 14,31917.5 14,31918.1 14,31918.8

　３　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　別途積立金 4,670 4,670 4,670

　　　　繰越利益剰余金 2,093 2,670 3,242

　　　利益剰余金合計 6,7638.3 7,3409.3 7,91210.4

　４　自己株式 △115△0.1 △129△0.2 △121 △0.1

　　　株主資本合計 35,39543.3 35,95845.4 36,53848.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価

　差額金
545 0.7 413 0.5 381 0.5

　　　評価・換算差額等合計 545 0.7 413 0.5 381 0.5

　　　純資産合計 35,94144.0 36,37245.9 36,91948.5

　　　負債純資産合計 81,745100.0 79,261100.0 76,190100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日

　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日

　至　平成20年８月31日)

前事業年度の

要約損益計算書

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ　売上高 97,071100.0 102,344100.0 194,759100.0

Ⅱ　売上原価 71,21973.4 75,05773.3 141,95972.9

　　　売上総利益 25,85226.6 27,28626.7 52,80027.1

Ⅲ　営業収入 3,5793.7 3,6783.5 7,182 3.7

　　　営業総利益 29,43130.3 30,96430.2 59,98230.8

Ⅳ　販売費及び一般管理費 26,91927.7 28,57227.9 54,31627.9

　　　営業利益 2,5112.6 2,3922.3 5,665 2.9

Ⅴ　営業外収益 ※１ 172 0.2 306 0.3 323 0.2

Ⅵ　営業外費用 ※２ 102 0.1 77 0.0 190 0.1

　　　経常利益 2,5812.7 2,6202.6 5,798 3.0

Ⅶ　特別利益 ※３ 910 0.9 24 0.0 981 0.5

Ⅷ　特別損失 ※４ 2,1012.2 2,7042.6 2,444 1.3

　　　税引前中間(当期)純利益

又は税引前中間純損失

(△)

1,3911.4 △58 △0.0 4,335 2.2

　　　法人税、住民税及び事業税 1,442 92 1,032

　　　法人税等調整額 △291 1,1511.2 △32 59 0.1 1,4612,493 1.3

　　　中間(当期)純利益又は中

間純損失(△)
240 0.2 △118△0.1 1,842 0.9
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成19年２月28日

残高（百万円）
14,42812,1492,17014,319 4,670 2,307 6,977 △104 35,620

中間会計期間中の変

動額

　剰余金の配当 △453 △453 △453

　中間純利益 240 240 240

　自己株式の取得 △11 △11

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

中間会計期間中の変

動額合計（百万円）
－ － － － － △213 △213 △11 △225

平成19年８月31日

残高（百万円）
14,42812,1492,17014,319 4,670 2,093 6,763 △115 35,395

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成19年２月28日

残高（百万円）
1,431 1,431 37,052

中間会計期間中の変

動額

　剰余金の配当 △453

　中間純利益 240

　自己株式の取得 △11

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

△886 △886 △886

中間会計期間中の変

動額合計（百万円）
△886 △886 △1,111

平成19年８月31日

残高（百万円）
545 545 35,941
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当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成20年２月29日

残高（百万円）
14,42812,1492,17014,319 4,670 3,242 7,912 △121 36,538

中間会計期間中の変

動額

　剰余金の配当 △453 △453 △453

　中間純損失（△） △118 △118 △118

　自己株式の取得 △7 △7

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

中間会計期間中の変

動額合計（百万円）
－ － － － － △571 △571 △7 △579

平成20年８月31日

残高（百万円）
14,42812,1492,17014,319 4,670 2,670 7,340 △129 35,958

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成20年２月29日

残高（百万円）
381 381 36,919

中間会計期間中の変

動額

　剰余金の配当 △453

　中間純損失（△） △118

　自己株式の取得 △7

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

32 32 32

中間会計期間中の変

動額合計（百万円）
32 32 △547

平成20年８月31日

残高（百万円）
413 413 36,372
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前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

その他利益剰余金 利益

剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成19年２月28日

残高（百万円）
14,42812,1492,170 14,3194,670 2,307 6,977 △104 35,620

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △907 △907 △907

　当期純利益 1,842 1,842 1,842

　自己株式の取得 △17 △17

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額）

事業年度中の変動額

合計（百万円）
－ － － － － 934 934 △17 917

平成20年２月29日

残高（百万円）
14,42812,1492,170 14,3194,670 3,242 7,912 △121 36,538

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成19年２月28日

残高（百万円）
1,431 1,431 37,052

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △907

　当期純利益 1,842

　自己株式の取得 △17

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額）

△1,050 △1,050 △1,050

事業年度中の変動額

合計（百万円）
△1,050 △1,050 △133

平成20年２月29日

残高（百万円）
381 381 36,919
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

（1）有価証券

　　　子会社株式及び関連会社
株式

移動平均法による原
価法

（1）有価証券

　　　子会社株式及び関連会社
株式

同左

（1）有価証券

　　　子会社株式及び関連会社
株式

同左

　　　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法（評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は、移動平
均法により算定）

　　　その他有価証券

時価のあるもの

同左

　　　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格
等に基づく時価法
（評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は、移動平均法
により算定）

　時価のないもの

移動平均法による
原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

（2）たな卸資産

　　　商品

店舗在庫商品

売価還元法による
原価法

その他流通センター
等在庫商品

最終仕入原価法

（2）たな卸資産

　　　商品

同左

（2）たな卸資産

　　　商品

同左

　　　貯蔵品

最終仕入原価法

 

－ －

２　固定資産の減価償
却の方法

（1）有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。

（1）有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。

（1）有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。

建物 15～34年 建物 15～34年 建物 15～34年

（2）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社
内における利用可能期
間(５年)に基づく定額
法によっております。

（2）無形固定資産

同左

（2）無形固定資産

同左

３　引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権
等特定の債権について
は個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額
を計上しております。

 

（1）貸倒引当金

同左

（1）貸倒引当金

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

（2）賞与引当金

　従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てる
ため、将来の支給見込額
のうち当中間会計期間
に負担すべき額を計上
しております。

（2）賞与引当金

同左

（2）賞与引当金

　従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てる
ため、将来の支給見込額
のうち当事業年度に負
担すべき額を計上して
おります。

（3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務
及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期
間末において発生して
いると認められる額を
計上しております。

　数理計算上の差異は、
その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内
の一定の年数(10年)に
よる定額法により、翌事
業年度から費用処理す
ることとしております。

　過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による
定額法により費用処理
しております。

 

（3）退職給付引当金

同左

（3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務
及び年金資産の見込額
に基づき、当事業年度末
において発生している
と認められる額を計上
しております。

　数理計算上の差異は、
その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内
の一定の年数(10年)に
よる定額法により、翌事
業年度から費用処理す
ることとしております。

　過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による
定額法により費用処理
しております。

 

（4）債務保証損失引当金

　債務保証による損失に
備えるため、被保証先の
財政状態等を勘案し、損
失負担見込相当額を計
上しております。

 

（4）　　　　－ （4）債務保証損失引当金

　債務保証による損失に
備えるため、被保証先の
財政状態等を勘案し、損
失負担見込相当額を計
上しております。

 

４　リース取引の処理
方法

 

　リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・
リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。

 

同左 同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

５　ヘッジ会計の方法

 

（1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて
は、すべてヘッジ会計の
要件を充たしておりま
すので特例処理を採用
しております。

（1）ヘッジ会計の方法

同左

（1）ヘッジ会計の方法

同左

（2）ヘッジ手段とヘッジ対
象

　　　ヘッジ手段

デリバティブ取引

(金利スワップ取引)

　　　ヘッジ対象

借入金の利息

（2）ヘッジ手段とヘッジ対
象

　　　ヘッジ手段

同左

 

　　　ヘッジ対象

同左

（2）ヘッジ手段とヘッジ対
象

　　　ヘッジ手段

同左

 

　　　ヘッジ対象

同左

（3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リス
クを回避する目的でデ
リバティブ取引を行っ
ており、投機目的のデリ
バティブ取引は行わな
い方針であります。

（3）ヘッジ方針

同左

（3）ヘッジ方針

同左

（4）ヘッジ有効性評価の方
法

　デリバティブ取引の実
行に当たり、ヘッジ手段
とヘッジ対象に関する
重要な条件がほぼ一致
しておりヘッジ開始時
及びその後も継続して
相場変動等を相殺する
ことができることを確
認しておりますので有
効性の評価を省略して
おります。

 

（4）ヘッジ有効性評価の方
法

同左

（4）ヘッジ有効性評価の方
法

同左

６　その他中間財務諸
表（財務諸表）作
成のための基本と
なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の
会計処理は税抜方式によっ
ております。

 

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

（借地権の償却）

　従来、賃借した土地の整地等に要し
た費用は、無形固定資産の借地権に
取得価額で計上しておりましたが、
当中間会計期間より投資その他の資
産の「その他」に計上し、賃借契約
期間で均等償却する方法に変更いた
しました。

　この変更は、従来は賃借契約を契約
満了時に更新することを前提として
おりましたが、当社を取り巻く環境
が大きく変化する中で当中間会計期
間に店舗の出店・退店政策の見直し
を行ったことに伴い、当該借地権に
ついては、店舗の賃借契約期間で均
等償却し営業費用として認識するこ
とにより、期間損益をより適正に表
示し、かつ、財政状態のより健全化を
図るため行ったものであります。

　なお、この変更に伴い、従来の方法
によった場合に比べ、営業利益及び
経常利益は16百万円減少し、税引前
中間純利益は1,092百万円減少して
おります。

 

－ （借地権の償却）

　従来、賃借した土地の整地等に要し
た費用は、無形固定資産の借地権に
取得価額で計上しておりましたが、
当事業年度より投資その他の資産の
「その他」に計上し、賃借契約期間
で均等償却する方法に変更いたしま
した。

　この変更は、従来は賃借契約を契約
満了時に更新することを前提として
おりましたが、当社を取り巻く環境
が大きく変化する中で当事業年度に
店舗の出店・退店政策の見直しを
行ったことに伴い、当該借地権につ
いては、店舗の賃借契約期間で均等
償却し営業費用として認識すること
により、期間損益をより適正に表示
し、かつ、財政状態のより健全化を図
るため行ったものであります。

　なお、この変更に伴い、従来の方法
によった場合に比べ、営業利益及び
経常利益は32百万円減少し、税引前
当期純利益は1,107百万円減少して
おります。

 

　

　

表示方法の変更
　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

－ （中間貸借対照表）

　前中間会計期間において流動負債の「その他」に含め
て表示しておりました「未払費用」は、当中間会計期間
において負債及び純資産の合計額の100分の５を超えた
ため、区分掲記いたしました。なお、前中間会計期間の
「未払費用」は3,254百万円であります。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　

前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度末

(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計
額

37,029百万円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計
額

39,153百万円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計
額

38,057百万円

 

※２　担保に供している資産は、次の
とおりであります。

定期預金 1百万円

 

※２　担保に供している資産は、次の
とおりであります。

定期預金 1百万円

 

※２　担保に供している資産は、次の
とおりであります。

定期預金 1百万円

 

上記に対応する債務は、次の
とおりであります。

買掛金 18百万円

 

上記に対応する債務は、次の
とおりであります。

買掛金 15百万円

 

上記に対応する債務は、次の
とおりであります。

買掛金 10百万円

 

３　偶発債務 ３　偶発債務 ３　偶発債務

金融機関からの借入及びその他
の債務に対し、債務保証を行っ
ております。

(株)協栄エイ
アンドアイ

1,520百万円

(株)那珂湊商
業開発

291百万円

土浦ケーブル
テレビ(株)

9百万円

(株)カスミト
ラベル

30百万円

(株)セイブ 16百万円

合計 1,868百万円

 

金融機関からの借入及びその他
の債務に対し、債務保証を行っ
ております。

(株)協栄エイ
アンドアイ

1,112百万円

(株)那珂湊商
業開発

269百万円

土浦ケーブル
テレビ(株)

4百万円

(株)カスミト
ラベル

27百万円

(株)セイブ 33百万円

合計 1,447百万円

 

金融機関からの借入及びその他
の債務に対し、債務保証を行っ
ております。

(株)協栄エイ
アンドアイ

1,254百万円

(株)那珂湊商
業開発

278百万円

土浦ケーブル
テレビ(株)

6百万円

(株)カスミト
ラベル

18百万円

(株)セイブ 21百万円

合計 1,579百万円

 

－ ※４　中間期末日満期手形の会計処
理は、手形交換日をもって決
済処理しております。

　なお、当中間会計期間の末日
が金融機関の休日であったた
め、次の中間期末日満期手形
が中間期末残高に含まれてい
ます。

支払手形 1百万円

 

－

※５　消費税の会計処理
　仮払消費税等及び仮受消費税等
は相殺の上、流動負債「その他」
に含めて表示しております。

※５　消費税の会計処理

同左

－
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(中間損益計算書関係)

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

※１　営業外収益のうち主要項目

受取利息 25百万円

受取配当金 56百万円

 

※１　営業外収益のうち主要項目

受取利息 27百万円

受取配当金 97百万円

 

※１　営業外収益のうち主要項目

受取利息 52百万円

受取配当金 65百万円

 

※２　営業外費用のうち主要項目

支払利息 97百万円

 

※２　営業外費用のうち主要項目

支払利息 65百万円

 

※２　営業外費用のうち主要項目

支払利息 177百万円

 

※３　特別利益のうち主要項目

投資有価証券
売却益

849百万円

貸倒引当金戻
入益

60百万円

債務保証損失
引当金戻入益

1百万円

 

※３　特別利益のうち主要項目

貸倒引当金戻
入額

24百万円

 

※３　特別利益のうち主要項目

投資有価証券
売却益

849百万円

貸倒引当金戻
入益

129百万円

債務保証損失
引当金戻入益

1百万円

 

※４　特別損失のうち主要項目

固定資産除却損 13百万円

減損損失 637百万円

過年度借地権償却 1,075百万円

関係会社整理損 355百万円

 

※４　特別損失のうち主要項目

固定資産除却損 19百万円

減損損失 375百万円

関係会社株式
売却損

2,256百万円

店舗閉鎖等に
伴う解体費用

32百万円

 

※４　特別損失のうち主要項目

固定資産除却損 40百万円

減損損失 844百万円

過年度借地権償
却

1,075百万円

関係会社整理損 359百万円

 

　５　減価償却実施額

有形固定資産 1,314百万円

無形固定資産 254百万円

合計 1,568百万円

 

　５　減価償却実施額

有形固定資産 1,277百万円

無形固定資産 281百万円

合計 1,559百万円

 

　５　減価償却実施額

有形固定資産 2,729百万円

無形固定資産 502百万円

合計 3,232百万円
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　６　減損損失の内訳

　当中間会計期間において、当社
は以下の資産グループについて
減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

店舗
建物土地

その他

茨城県 282

埼玉県 315

遊休資産
建物

その他
茨城県 39

　当社は、キャッシュ・フローを
生み出す最小単位として店舗を
基本単位に資産のグルーピング
をしております。遊休資産につ
いては、物件ごとに資産のグ
ルーピングを行っております。
営業活動から生じる損益が継続
してマイナスである店舗資産、
賃貸資産、及び市場価格が帳簿
価額より著しく下落している遊
休資産については、各資産グ
ループの帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額(637
百万円)を減損損失として特別
損失に計上しております。なお、
当該資産グループの回収可能価
額の評価にあたっては、正味売
却価額と使用価値を比較し、い
ずれか高い方の金額を回収可能
価額としております。正味売却
価額には不動産鑑定士による不
動産鑑定評価額を、使用価値に
は将来キャッシュ・フローを加
重平均資本コスト5.77％で割引
いた額を適用しております。

 
 

　６　減損損失の内訳

　当中間会計期間において、当社
は以下の資産グループについて
減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

店舗
建物

その他

茨城県 114

埼玉県 251

千葉県 9

　当社は、キャッシュ・フローを
生み出す最小単位として店舗を
基本単位に資産のグルーピング
をしております。営業活動から
生じる損益が継続してマイナス
である店舗資産、賃貸資産、及び
市場価格が帳簿価額より著しく
下落している店舗資産について
は、各資産グループの帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当
該減少額(375百万円)を減損損
失として特別損失に計上してお
ります。なお、当該資産グループ
の回収可能価額の評価にあたっ
ては、正味売却価額と使用価値
を比較し、いずれか高い方の金
額を回収可能価額としておりま
す。正味売却価額には不動産鑑
定士による不動産鑑定評価額
を、使用価値には将来キャッ
シュ・フローを加重平均資本コ
スト5.23％で割引いた額を適用
しております。

 

　６　減損損失の内訳

　当事業年度において、当社は以
下の資産グループについて減損
損失を計上いたしました。

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

店舗
建物土地

その他

茨城県 336

埼玉県 315

栃木県 153

遊休資産
建物

その他
茨城県 39

　当社は、キャッシュ・フローを
生み出す最小単位として店舗を
基本単位に資産のグルーピング
をしております。遊休資産につ
いては、物件ごとに資産のグ
ルーピングを行っております。
営業活動から生じる損益が継続
してマイナスである店舗資産、
賃貸資産、及び市場価格が帳簿
価額より著しく下落している遊
休資産については、各資産グ
ループの帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額(844
百万円)を減損損失として特別
損失に計上しております。なお、
当該資産グループの回収可能価
額の評価にあたっては、正味売
却価額と使用価値を比較し、い
ずれか高い方の金額を回収可能
価額としております。正味売却
価額には不動産鑑定士による不
動産鑑定評価額を、使用価値に
は将来キャッシュ・フローを加
重平均資本コスト5.77％で割引
いた額を適用しております。

減損損失の金額及び主な固定資産
ごとの当該金額の内訳

建物 410百万円

土地 126百万円

その他 100百万円

合計 637百万円
 

減損損失の金額及び主な固定資産
ごとの当該金額の内訳

建物 243百万円

その他 131百万円

合計 375百万円
 

減損損失の金額及び主な固定資産
ごとの当該金額の内訳

建物 451百万円

土地 279百万円

その他 112百万円

合計 844百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

　普通株式 181,661 17,658 － 199,319

（注）自己株式の株式数の増加17,658株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

　

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

　普通株式 209,315 11,579 － 220,894

（注）自己株式の株式数の増加11,579株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

　

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

　普通株式 181,661 27,654 － 209,315

（注）自己株式の株式数の増加27,654株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

次へ
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(リース取引関係)

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

（借主側）

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

（借主側）

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

 
有形固

定資産

「その他」

（百万円）

無形固

定資産

（百万円）

合計

（百万円）

取得価額

相当額
5,714 146 5,861

減価償却

累計額

相当額

2,753 94 2,848

減損損失

累計額

相当額

298 2 301

中間期末

残高

相当額

2,662 49 2,711

 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

 
有形固

定資産

「その他」

（百万円）

無形固

定資産

（百万円）

合計

（百万円）

取得価額

相当額
5,906 126 6,032

減価償却

累計額

相当額

2,856 98 2,954

減損損失

累計額

相当額

313 － 313

中間期末

残高

相当額

2,736 27 2,764

 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び期末残高相
当額

 
有形固

定資産

「その他」

（百万円）

無形固

定資産

（百万円）

合計

（百万円）

取得価額

相当額
5,627 139 5,767

減価償却

累計額

相当額

2,695 101 2,796

減損損失

累計額

相当額

262 － 262

期末残高

相当額
2,669 38 2,708

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

　未経過リース料中間期末残高相当
額

１年内 1,058百万円

１年超 1,856百万円

合計 2,914百万円

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中
間期末残高

　未経過リース料中間期末残高相当
額

１年内 1,046百万円

１年超 1,892百万円

合計 2,939百万円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額
及びリース資産減損勘定期末残
高

　未経過リース料期末残高相当額
 

１年内 1,040百万円

１年超 1,819百万円

合計 2,860百万円

 

リース資産減損勘定中間期末
残高

150百万円

リース資産減損勘定中間期末
残高

127百万円

リース資産減損勘定期末残高

101百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損
失

支払リース料 630百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

54百万円

減価償却費相当額 545百万円

支払利息相当額 28百万円

減損損失 24百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損
失

支払リース料 622百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

49百万円

減価償却費相当額 544百万円

支払利息相当額 26百万円

減損損失 75百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額、支払利息相当額及び減損損
失

支払リース料 1,333百万円

リース資産減損勘
定の取崩額

110百万円

減価償却費相当額 1,160百万円

支払利息相当額 59百万円

減損損失 31百万円
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前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

(4) 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお
ります。

 

　　利息相当額の算定方法

同左

　　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引
（借主側）

　　未経過リース料

１年内 1,623百万円

１年超 17,634百万円

合計 19,257百万円

 

２　オペレーティング・リース取引
（借主側）

　　未経過リース料

１年内 1,754百万円

１年超 17,770百万円

合計 19,524百万円

 

２　オペレーティング・リース取引
（借主側）

　　未経過リース料

１年内 1,789百万円

１年超 18,642百万円

合計 20,431百万円
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(有価証券関係)

前中間会計期間末（平成19年８月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類
中間貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

関連会社株式 3,802 4,688 885

合計 3,802 4,688 885

　

　

当中間会計期間末（平成20年８月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類
中間貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

関連会社株式 3,802 2,406 △1,396

合計 3,802 2,406 △1,396

　

　

前事業年度末（平成20年２月29日）

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類
貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

関連会社株式 3,802 3,149 △653

合計 3,802 3,149 △653

　

　

　

（企業結合等関係）

前中間会計期間（自平成19年３月１日　至平成19年８月31日）、当中間会計期間（自平成20年３月１日　至平

成20年８月31日）及び前事業年度（自平成19年３月１日　至平成20年２月29日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

 

１株当たり純資産額 554円53銭

１株当たり中間純利益 3円70銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 561円36銭

１株当たり中間純損失 1円83銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 569円71銭

１株当たり当期純利益 28円42銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

　 　 　

　

（注）１株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
　至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

中間（当期）純利益又は中間
純損失(△)（百万円）

240 △118 1,842

普通株式に係る中間（当期）
純利益又は中間純損失(△)
（百万円）

240 △118 1,842

普通株主に帰属しない金額
（百万円）

－ － －

普通株式の期中平均株式数
（株）

64,822,545 64,799,694 64,815,906

　

　

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

平成20年10月17日開催の取締役会において、第48期の中間配当を次のとおり行うことを決議いたしま

した。

中間配当金総額 453百万円

１株当たり中間配当金 7円

支払請求の効力発生日
及び支払開始日

平成20年11月18日

(注)　平成20年８月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対し支払いを行います。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

　（1）有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第47期(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)平成20年５月28日関東財務局長に提出。

　

　（2）臨時報告書

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（関係会社株式売却損の計上）に基づ

く臨時報告書を平成20年７月31日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年11月22日

　

株　式　会　社　カ　ス　ミ

　取　締　役　会　御　中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社カスミの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社カスミ及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、賃借した土地の整

地等に要した費用は、従来、無形固定資産の借地権に取得価額で計上していたが、当中間連結会計期間より投

資その他の資産の「その他」に計上し、賃借契約期間で均等償却する方法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年11月20日

　

株　式　会　社　カ　ス　ミ

　取　締　役　会　御　中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社カスミの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社カスミ及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年11月22日

　

株　式　会　社　カ　ス　ミ

　取　締　役　会　御　中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社カスミの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第47期事業年度の中間会計

期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社カスミの平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

追記情報

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、賃借した土地の整地等

に要した費用は、従来、無形固定資産の借地権に取得価額で計上していたが、当中間会計期間より投資その他

の資産の「その他」に計上し、賃借契約期間で均等償却する方法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年11月20日

　

株　式　会　社　カ　ス　ミ

　取　締　役　会　御　中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社カスミの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第48期事業年度の中間会計

期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社カスミの平成20年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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